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は 1998 年までの値を算出しました。その結果によると、1981 年以降の科学技術総合指標は、一貫して米国の値が最も
大きく、また日本は 2 位の位置を保持し、ドイツ、イギリス、フランスの順でそれに続いていました。
5
1981 年における米国の科学技術総合指標の値は 2.183 であったのに対し、2 位の日本の値は 0.957 であり、その比
は 2.3 倍でした。この比を 1991 年時点で改めて算出すると 2.1 倍に縮まっています。すなわち、科学技術総合指標の
比率からみる限り、80 年代において日本と米国の間の差が縮まりつつあったことがわかります。








工系学部卒業生の就職先に占める製造業の比率は大きく、1970 年には 67.5% を占めていました。その比率はその後漸
減傾向にはありましたが、様々な産業分野の中でトップの座は維持し続けていました。
1999 年の値を見ても、理工系学部卒業生の製造業への就職割合はまだ 35.8% を占め、同年において 2 番目に位置
する産業分野であったサービス業(医療、法務、教育、情報サービス業等を含む)への就職割合 29.9% と比べてもまだ有
意の差がありました。
今回の改訂版においては 2001 年が最新値となりますが、その値をみると、2001 年の理工系学部卒業生の製造業へ
の就職割合はさらに低下し、33.2% となっているのに対し、サービス業への就職割合は 32.8% となり、その差 0.4% とか
なり拮抗した状況となりました。更に、2002 年の値を反映させますと、製造業への就職割合は 31.5% 、サービス業への就















2002 年 8 月より科学技術政策研究所第１調査研究グルー
プ上席研究官。
本年 11 月 11 日 〜 13 日の 3 日間、ベルギー王国ブリュッセル市の
エクスポ公園において、"European Research 2002" と題する欧州連合主
催の国際会議が開催された。本会議は、2002 〜 2006 年までの 5 年間
の欧州連合の研究開発計画を定めた第 6 次フレームワークプログラムの
キックオフのために開催された会議であり、閣僚級 30 名、ノーベル賞受








1. オープニング・セッション(平成 14 年 11 月 11 日(月)午前)
はじめに、主催者を代表してフィリップ・ビュスカン欧州委員より開会挨拶があり、第 6 次フレームワークプログラムの
目標として、欧州を一つの研究圏とする European Research Area(以下「ERA」という。)の実現、研究開発投資を 2010 年
までに日米並の対 GDP 比を 3% 以上とすること、加盟国の COE をネットワーク化による研究スケールのクリティカル・マ
スの確保等を挙げた。
続いて、開催地を代表してギー・ヴェルホフスタットベルギー王国首相より挨拶があり、21 世紀のヨーロッパでは科学




2. パラレルセッション(平成 14 年 11 月 11 日午後〜 13 日午前)





の変化による "市民権" と "統治" の再定義の必要性などが指摘された。が必要になっている。社会の変動の一方で政
党や労働組合の地位が低下してきている
○ 欧州地域: 研究とイノベーションにおけるキーアクター

























○ "European Research"における中小企業の役割(平成 14











第 6 次フレームワークプログラムでは統合プロジェクトの予算の 15% (170 万ユーロ)を中小企業のために確保すべきこ
となどが指摘された。

























2. 開催日: 2003 年 2 月 27 日(木)〜 28 日(金)
3. 会 場: 国際連合大学本部 ウ・タント国際会議場(東京都渋谷区神宮前 5-53-70)









Young Rak Choi(韓国 科学技術政策研究院長)
Qiquan Yang(中国 科学技術促進発展研究センター副所長)
参加お申し込みは、E-mail または FAX にてお願いいたします。当研究所ホームページに申込用紙が掲載されており
ますので、ご参照下さい。
申込先: プライム・インターナショナル(担当: 関口、小島)
E-mail: ICTF@prime-intl.co.jp FAX: 03-5467-5538








・12/ 3「ドイツにおける産学共同方式による支援制度 - シュタインバイス財団における例 - 」
 小堀 幸彦: (株)シュタインバイス・ジャパン代表取締役社長
・12/25「日本にとってのシリコン半導体デバイス研究開発の重要性とその戦略」
 岩井 洋: 東京工業大学フロンティア創造共同研究センター教授
   ・所内研究成果報告会
12/16「若手研究者の活性化を促進する競争的資金(研究グラント)の整備の必要性」
 科学技術動向研究センター 伊藤 裕子主任研究官
○ 新着研究報告・資料
・創造的研究者のライフサイクルの確立に向けた現状調査と今後のあり方 -





・「科学技術動向 2002 年 12 月号」(12 月 24 日発行)
 特集 1 若手研究者の活性化を促進する競争的研究資金(研究グラント)の整備の必要
性
 ライフサイエンス・医療ユニット 伊藤 裕子
 特集 2 ドラッグデリバリーシステム(DDS)の研究開発動向
 客員研究官 丸山 典夫、材料・製造技術ユニット 多田 国之
 特集 3 光媒体利用技術の現状と展望
 客員研究官 羽田 肇、材料・製造技術ユニット 多田 国之
・「Science & Technology Trends〜Quarterly Review No.3(科学技術動向 英文版第 3
号)」




政策研ニュース発行に携わるようになってから 1 年が経ちました。この 1 年、一読者であったときには気がつかな
かった編集の大変さがよくわかりました。
今後も読者に的確な情報を提供していけるよう編集作業を進めてまいりたいと思いますので、ご支援、ご指導をお願
い申し上げます。
さて、本年 2 月に開催されます技術予測国際会議の案内を掲載しました。ご覧の上、是非ご参加下さい。(a)
文部科学省科学技術政策研究所広報委員会 (政策研ニュース担当: 情報分析課news@nistep.go.jp)
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